
「神奈川県バリアフリー街づくり推進県民会議」について
○　平成20年12月に、「福祉の街づくり条例」を改正し、名称も新たに「みんなのバリアフ
　リー街づくり条例」とした。（平成21年10月施行）
○　改正条例の趣旨を踏まえ、より実効ある取組みを進めるため、従前の「福祉の街づくり推
　進協議会」に替え、新たに「バリアフリー街づくり推進県民会議」を設置する。
１　県民会議の設置のねらい　

（１）施策の総合的推進

改正条例第６条に基づき、県民・事業者・行政がそれぞれの責務（第３～６条）を踏まえ、協働して取組みを進める。

特に、県民の責務として新たに加えた「心のバリアフリー」（第５条）の推進に向けた取組みを推進する。
（２）障害者等の意見の収集とバリアフリー街づくりの検討
改正条例第８、９条に基づき、バリアフリーの街づくり施策に障害者等の意見を反映するため、幅広く意見を収集し、これを踏まえた取組みを検討する仕組みを構築する。
２　県民会議の役割
（１）県民からの提案・意見の収集
（２）県民意見をもとに、行政や事業者、県民がそれぞれが取り組むべきことを検討し、県
　　民会議からの提案として発信
（３）バリアフリーの街づくりの取組みについての検証
（４）県民活動の促進と県民・事業者・行政の協働による取組みの実施
３　県民会議の構成
（１）県民会議は、学識経験者、関係団体、事業者等25人程度で構成する。

（２）県民会議の下部組織として、県民意見の集約、課題整理等を行うため、調整部会（10

　　人程度）を設置する。
　　　　　　　　
神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例（抜粋）

（県の責務）

第３条　県は、障害者等が安心して生活し、自らの意思で自由に移動し、及び社会に参加することができるバリアフリーの街づくり（以下「バリアフリーの街づくり」という。）に関する総合的な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。

２　県は、前項の規定による施策の策定及び実施に当たっては、市町村との連携及び協力に努めるものとする。

３　県は、自ら設置し、又は管理する施設等で県民の利用に供するものについて、障害者等が安全かつ快適に利用できるように配慮し、整備を進めるものとする。

（事業者の責務）

第４条　事業者は、バリアフリーの街づくりの重要性及び自らの事業活動が地域社会と密接な関係にあることを認識し、福祉社会の実現に向け、県が実施するバリアフリーの街づくりに関する施策に協力しなければならない。

２　事業者は、自ら設置し、又は管理する施設等について、障害者等が安全かつ快適に利用できるように配慮し、整備に努めなければならない。
（県民の責務）

第５条　県民は、バリアフリーの街づくりの重要性及び地域社会の構成員としての自らの役割を認識し、福祉社会の実現に向け、県が実施するバリアフリーの街づくりに関する施策に協力しなければならない。

２　県民は、障害者等の移動及び施設等の利用を確保するために協力するよう努めるとともに、障害者等が安全かつ快適に利用できるよう配慮して整備された施設等の利用の妨げとなる行為をしてはならない。
（総合的推進）

第６条　県、事業者及び県民は、バリアフリーの街づくりに関するそれぞれの責務を自覚し、一体となってその推進体制を整備し、バリアフリーの街づくりの実現を図るものとする。

２　県及び事業者は、広域的に行われる施設等の整備事業の実施の機会をとらえて、バリアフリーの街づくりを積極的に推進するよう努めるものとする。
（障害者等の意見の反映）

第８条　県は、バリアフリーの街づくりに関する施策に、障害者等の意見を反映することができるように必要な措置を講ずるものとする。
（検討）

第９条　県は、バリアフリーの街づくりに関する施策について、適時に、かつ、適切な方法により検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
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